2002年９月の朝日英字新聞からの抜粋
日本において不登校児の数は増え続けている。

　　２００１年度の文部科学省の統計によれば、小中学生の児童生徒の内１３万９千人が３０日以上の長期欠席をしている。

日本におけるホームスクーラーの数

　　日本全国で不登校児の内ホームスクーリングで学んでいる子供は３０００人から４０００人と言われていてその数は増え続けている。日本における不登校の問題は実際に大きな社会問題になっており、文部科学省でさえ、ホームスクーリングがその実際的な解決であるとみなし始めている。文部科学省児童生徒課の樋口氏は「不登校に対する解決策がホームスクーリングしかないならば、これを勧めます。」と言っている。
ホームスクーリング立法化の動きは未決定

　　ホームスクーリングを始めている家族が何千となっていく一方にもかかわらず、ホームスクーリングに対する政府としての法解釈は未解決のままに留まっている。教育分野の国会の動きに詳しい清野順子氏は、「日本国憲法がホームスクーリングに言及していない限り違憲とも合憲ともいう事はできない。」と語る。清野氏は最終的には文部科学省も、不登校の児童生徒の問題を解決する一つの方策としてホームスクーリングを認めていくであろうと見ている。さらに清野氏はホームスクーリング論議の核心にある問題は「親が自分の子を教育する権利」であると言う。文部科学省の最近の教育革命は地方の教育委員会の権限を質的にも量的にも拡大させたが、ホームスクーリングをする家族は、親がその責任を負う事になっている。

憲法が認めるとホームスクーリング擁護者は言う。

　　憲法２６条では、日本国民は「その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う」とのベる一方で、その普通教育がどこで行われるべきかと言う事については触れていない。しかし文部科学省はホームスクーリングが法律の保証する範疇には含まれていないとする。現行の子供を学校から引き離そうとする親については、罰金刑まで課されているが、勿論そのような事例はほとんどない。

